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平成27年５月21日 

各 位 

会 社 名 株式会社イズミ 

代表者名 代表取締役社長 山西 泰明 

 （コード：8273 東京市場第一部） 

問合せ先 執行役員財務経理部長 川西 正身 

 （TEL．082-264-3211） 

 

 

「内部統制システムの基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成27年５月21日開催の取締役会において、従来の｢内部統制システムの基本方針｣の一部改定に

ついて決議いたしましたので、改定後の内容を下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

内部統制システムの基本方針（平成27年５月21日改定） 

 

１  取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制並びに使用人の職務の執行が

法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(1) 企業グループとしての社会的責任を適正に遂行し社会の公器として誠実な企業であり続けるため、コン

プライアンス（法令遵守）の徹底を経営の重要課題と位置付け実効性のあるコンプライアンス体制を推

進し社会からの信頼を確立する。 

(2) 企業グループ全体の取締役及び使用人のコンプライアンスを推進するために、経営管理部を設置する。 

  (3) 取締役及び使用人は、事業活動における法令遵守を徹底するために「イズミグループ行動憲章」を掲げ、

行動規範として職務を執行する。 

(4) 経営管理部内部監査課は、定期的に実施する内部監査を通じて会社の業務実施状況の実態を把握し、す

べての業務が法令・定款等に適合しているか検証する。 

(5) 使用人が法令及び定款に違反する行為等を発見した場合の報告体制として、内部通報制度を構築する。 

(6) 経営管理部は、コンプライアンスに係る状況について定期的に取締役会及び監査役会に報告する。 

(7) 財務報告に係る内部統制を整備・運用し、その有効性を適切に評価報告するための体制を構築する。 

(8) 反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で対応し、一切の関係を持たない体制を構築する。 

 

２ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

(1) 取締役の職務の執行に係る電磁的記録を含む情報・文書については、当社社内規程及びそれに関する各

管理マニュアルに従い、適切に保存及び管理（廃棄を含む。）の運用を実施し、必要に応じて運用状況の

検証、各規程等の整備を行う。 

(2) 取締役の職務の執行に係る電磁的記録を含む情報等については、必要に応じて事後的に閲覧が可能な体

制を構築する。 

 

３ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

リスクとは事業活動に潜在する不確実な事象であることを認識し、その特定、評価、是正措置に対す

る方針を速やかに決定し、取締役会においてそのリスクマネジメントができうる体制を構築する。 
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４ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

  (1) 取締役は、経営理念を機軸に毎年策定される年度計画及び中期経営計画に基づき、各業務執行ラインに

おいて目標達成のために活動する。また、経営目標が当初の予定通りに進捗しているか業績報告を通じ

定期的に検査を行う。 

(2) 取締役会規則により定められている事項及びその付議基準に該当する事項については、すべて取締役会

に付議することを遵守し、その際には議案の審議に関する十分な資料が全役員に配布されるものとする。 

 

５ 当社及びグループ会社から成る企業集団（当社グループ）における業務の適正を確保するための体制 

  (1) グループ会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報については、当社の連結評価会議において３か

月に１回の報告を義務づける。 

  (2) 当社のグループ会社に対するリスク管理については、月１回開催される当社のグループ会社コンプライ

アンス・リスク管理委員会において、グループ会社が抱えるリスクの報告を受けた上で、その対応策を

審議する。 

  (3) 当社は、関係会社管理規程に基づき、グループ会社に係る連結ベースの年度経営計画の策定等、当社グ

ループ全体の経営を適正に管理監督する。 

  (4) グループ会社コンプライアンス・リスク管理委員会において審議・決定した法令遵守及びリスク管理に

ついては、グループ会社のコンプライアンス・リスク管理委員が各社の取締役及び使用人に周知徹底す

る。 

  (5) 当社の経営管理部内部監査課は、グループ会社の業務の状況について、定期的に監査を行う。 

  (6) グループ会社において重大な法令違反または社会的信用を失墜するようなリスクが発生した場合、直ち

に当社経営管理部に報告する体制を整備する。 

 

６ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に

関する事項 

 (1) 監査役の職務を補助すべき部門として監査役室を設置し、補助すべき使用人は監査役の指揮命令に服す

るものとする。 

 (2) 監査役室に所属する補助すべき使用人の選任については、事前に監査役会の同意を得るものとする。 

 (3) 監査役室に所属する補助すべき使用人の業務執行に対しては、不当な制約を行うことにより、その独立

性を阻害しないように留意する。 

 

７ 当社グループの取締役及び使用人が当社監査役に報告をするための体制及び当社監査役へ報告をした者

が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

(1) 当社グループの取締役及び使用人は、当社監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて必

要な報告及び情報提供を行うこととする。 

(2) 当社グループの取締役及び使用人が当社監査役への報告を行った場合、当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを受けないように、その旨を当社グループの取締役及び使用人に周知徹底する。 

 

８ 当社監査役の職務の執行について生ずる費用の支払に係る方針及びその他当社の監査役の監査が実効的

に行われることを確保するための体制 

 (1) 当社は、監査役が監査を実施するために要する弁護士等の社外の専門家に対しての相談・鑑定・調査等

その他の事務委託費用を負担する。 

 (2) 当社グループの代表取締役及びその他の取締役は、監査役と平素から相互の意思疎通を図るほか、監査

役監査の重要性と有用性を認識し理解を深め、監査役の要求があれば積極的に協力する。 

 (3) 監査役は、経営管理部内部監査課及び会計監査人と定期的に意見交換を行い、情報の共有化を図り、連

携して監査を遂行する。 

 

以  上 


